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お寄せいただいたご意見とその回答（2026.1.1 以降対応分） 

 

※ご意見については、できだけ原文のまま掲載していますが、個人情報等そのままの掲載では支障があると思われる箇所あるい

は整理上のわかりやすさ等から、一部、最低限の加除修正等をしている場合があります。 

※連続した質問内容のものもありますが、できるだけ一問一答方式で整理しています。 

 

 Ｎo（件名） ご意見 回答

 １ 

（株式会社ニ

セコが受託し

た業務の効果

等 に つ い て　

※件名がつい

ていなかった

ため、ニセコ

町にて設定）

株式会社ニセコまちに対し、 

・令和４年度：16,390,000 円 

・令和５年度：25,850,000 円 

・令和６年度：23,980,000 円 

・令和７年度：31,284,000 円 

・令和８年度：31,405,000 円 

合計 128,909,000 円の公費が業務

委託費として支出されています。 

 

業務報告書においては、各種調査、

検討及び事業推進に関する内容が

報告されていますが、町民の立場か

らは、それらの業務がニセコミライ

事業に対してどのような成果をも

たらし、支出額に見合う効果があっ

たのかが必ずしも明確ではありま

せん。 

 

１．令和４年度から令和８年度まで

の各年度において、株式会社ニセコ

まちへ委託した全ての業務につい

て、業務名、業務内容及び委託金額

の詳細をご提示ください。

前段が少し長くなりますがご容赦くださ

い。 

 

ニセコミライ事業については、当時「SDGs

街区」と呼び、国から SDGs 未来都市の選

定を受ける際にその中核事業に位置付け

ていたものです。この事業は、地域の持続

性を将来に向けて高めるために、単に住

宅供給に限らず、環境負荷軽減対策、域外

流出を抑え地域に資産を残す域内経済循

環の向上、住民自治による活発なコミュ

ニティ活動の推進など、町がこれまで取

り組んできたものを土台としつつ、これ

らのさらなる前進に向けて、チャレンジ

していく性格も有するものです。さらに

付け加えると、その成果は、この街区に限

らず、町内のその他の地域あるいは社会

全体へと波及させていくことを目指して

いる事業となります。建物を建てて終わ

りということでなく、まさに将来指向で

まちづくり全般について実証し、様々な

チャレンジを続けながら、地域課題の解

決に取組、その成果を地域・社会へと展開

していくことを目指す事業となります。 

他方、ニセコ町においては、第５次総合計

画において「環境創造都市ニセコ」を掲

げ、環境を基軸としたまちづくりを実践

しており、その他の様々な取組も含め、町

内外の個人・事業者等から多くの支援、共

感をいただけるようになりました。地域

課題が複雑化・多層化し、行政だけである

いは地域内だけでその解決を図っていく

のがますます困難となっているなか、将

来に向けて、お寄せいただける支援・共感
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 をベースにそれを地域の強みとして、多

様なステークホルダーと技術・ノウハ

ウ・人的及び資金的リソースを共有し、連

携していくことで、その解決を図り、地域

の価値あるいは持続性を高めていく必要

があると考えておりました。 

この２つの方向性から、政策立案し、国か

ら複数年の事業計画について採択を受け

実施しているのが、ご意見にある委託事

業になります。 

この委託事業においては、ニセコミライ

事業の事業実施主体として設立された株

式会社ニセコまちが、まさに官民連携の

組織、町への支援・共感を寄せる方も加わ

った組織となっていること、あるいはニ

セコミライ事業が、様々な連携のもとで

地域課題解消を目指し進められている次

世代型環境配慮街区形成事業であること

から、株式会社ニセコまちとの連携や具

体的取組の一部をニセコミライで実証し

てくことを想定したものとなっていま

す。 

 

本事業の目的ですが、「環境」、「持続可能

性」、「多様性」をキーワードとし、『共感』

に基づき異なるステークホルダーの多様

な連携を実現することにより、ニセコ町

の持続可能なまちづくりを推進すること

です。また、この過程で、ニセコ町が抱え

る地域課題の解決に資する具体的な取り

組みを実行することも、併せてその目的

としているところです（以下はその対象

例）。 

・脱炭素化への行動計画でもある「環境モ

デル都市アクションプラン」の実行に益

する取組 

・自治体 SDGs モデル事業である「NISEKO

生活モデル地区、次世代型環境配慮街区

の形成」の実行に益する取組 

本事業を通じて、地方創生・SDGs の目標

達成、「環境創造都市ニセコ町」「環境を生
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 かし、資源、経済が循環する自治のまち

『サスティナブルタウンニセコ』」の実現

を最終的に目指しています。 

 

長くなりましたが、これらの前提のもと、

以下のとおりの実施内容となっていま

す。 

 

業務名：多様な連携による持続可能なま

ちづくり推進支援委託業務　※いずれの

年度も同名称です 

委託金額：左欄（ご意見欄の記載）のとお

りです。 

業務内容：複数年度で計画的・段階的に実

施している内容、その年度に特化したテ

ーマによる内容など、多くの取組・調査・

実証を実施しています。主ななものは以

下のとおりです。また、全ての業務内容と

なると膨大となることから、町ホームペ

ージに各年度の報告書を掲載しましたの

で、そちらでご確認ください。 

 

＜主な業務内容＞ 

・多様な連携の推進体制の検討、試行、運

用及び効果検証（『ニセコハートラボ』の

立ち上げ/運用、プロジェクト提案、オフ

ィシャルパートナー提携、人材派遣、企業

版ふるさと納税の活用促進、異業種交流

会「ニセココネクト」など） 

・官民連携による環境対策・移住促進対策

の推進（地域向け省エネ診断、省エネ/再

エネセミナー、実証・成果に基づく環境配

慮型住宅の紹介・コーディネート、体験会

ニーズ調査、事業者提案/相談対応、町

民・地域事業者向け補助制度活用サポー

ト、節水対策、森林資源調査/政策提案な

ど） 

・地域脱炭素化に向けた建物等の環境対

策の検討、提案（町気候変動対策推進条

例、住宅性能検討届出制度、補助金等の優

遇制度など） 
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 ・地域事業者向け研修・育成（見学会、現

地研修など） 

・ニセコミライの取組周知、広報活動（独

自広報、講演/登壇、視察対応、メディア

対応など） 

・地域コミュニティ形成/活性化、人材育

成（コミュニティイベント、都市ＯＳ、ニ

セコ高校人材育成連携、ニセコ中学校探

求活動支援など） 

・共有空間活用/事業化実証（苔活用事業） 

・ＥＶカーシェアリング実証（再エネ充

電、地域での共有利用/地域交通不足対

策、豪雪地実証、ニーズ調査など） 

 

＜報告書の掲載先ＨＰ＞ 

https://www.town.niseko.lg.jp/chosei

/sdgs/

 ２．各年度の委託業務について、ニ

セコミライ事業における具体的な

成果をどのように評価しているの

でしょうか。

各年度の委託業務については、完了時に

検査員による検査が行われており、委託

事項について合格となっております。

 ３．各種調査及び検討業務の結果

が、ニセコミライ事業のどのような

意思決定、事業計画又は事業手法に

反映されたのかご説明ください。

本事業の目的については、前述のとおり

であり、ニセコミライ事業の意思決定等

とは直接関係のあるものではありませ

ん。他方、委託事業の中で得られた知見等

は、ニセコミライを含めた地域の持続性

向上に向けた様々な取組に生かされてい

くものと考えています。

 ４．現在のニセコミライ事業におい

て、高価格帯住宅を中心とした計画

となった経緯と、委託業務により実

施された調査結果との関係につい

てご説明ください。

前述のとおりです。
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 ５．総額 128,909,000 円の公費支出

について、ニセコ町はどのような費

用対効果があったと評価している

のでしょうか。

本事業については、国から交付金等で 3/4

の支援をいただき、実施しているものと

なります（このため、町の実質的な負担は

5 年間で約 3,200 万円ほど）。複数年の事

業として国の支援をいただき、様々な取

組、調査、実証を行えていると考えていま

す。 

具体的な数字となりますと、令和７年度

末で、オフィシャルパートナー提携３件、

人材派遣５件、地域課題プロジェクト掲

載９件、企業版ふるさと納税（令和４～７

年度実績）２億６，３００万円・延べ寄付

企業５３件、セミナー等１１回、地域コミ

ュニティイベント２３回、視察受入れ６

７件、ＥＶシェアカー実証利用（令和７年

度実績）７９６時間などとなりますが、本

事業については、将来に向けた取り組み

でもあることから、数値化できない部分

においても大きな効果が期待できるもの

と考えています。

 ６．費用対効果があったと評価して

いる場合、その根拠となる評価指

標、検証結果及び評価資料をご提示

ください。

前述のとおりです。

 ７．費用対効果の検証を実施してい

ない場合は、その理由をご説明くだ

さい。

－

 ８．上記委託業務を実施しなかった

場合と比較して、ニセコミライ事業

にどのような差異又は不利益が生

じたと考えているのかご説明くだ

さい。

近年の社会情勢の変化や本事業が複数年

事業であり将来に向けた取り組みでもあ

ることなどを踏まえると、実施しなかっ

た場合と比較することは難しいと考えて

いますが、本事業の実施により、目的とし

ている「ニセコ町の持続可能なまちづく

りを推進すること」については、前進が図

れているものと考えています。
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 ２ 

（「多様な連

携による持続

可能なまちづ

くり推進支援

委託業務」に

ついて：再度）

1. 委託業務の目的とニセコミライ

事業の意思決定との関係について 

 

(1) 本委託業務がニセコミライ事

業の意思決定と「直接関係がない」

のであれば、本委託業務は具体的に

どの町の政策・事業の意思決定に直

接反映されたのか、事業名・年度・

反映内容を具体的にお示しくださ

い。 

(2) 「ニセコミライで実証してい

く」ことを想定した委託業務が、な

ぜニセコミライ事業の意思決定と

直接関係がないと整理されるのか、

その論理的な関係性をご説明くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回回答の繰り返しとなり恐縮ですが、

本事業の目的については、「環境」、「持続

可能性」、「多様性」をキーワードとし、『共

感』に基づき異なるステークホルダーの

多様な連携を実現することにより、ニセ

コ町の持続可能なまちづくりを推進する

ことです。また、この過程で、ニセコ町が

抱える地域課題の解決に資する具体的な

取り組みを実行することも、併せてその

目的としているところです（以下はその

対象例）。 

・脱炭素化への行動計画でもある「環境モ

デル都市アクションプラン」の実行に益

する取組 

・自治体 SDGs モデル事業である「NISEKO

生活モデル地区、次世代型環境配慮街区

の形成」の実行に益する取組 

 

事業目的である「持続可能なまちづくり

の推進」に向け、本業務において「環境モ

デル都市アクションプラン」に関連し、地

域脱炭素化の検討、提案（町気候変動対策

推進条例、住宅性能検討届出制度、補助金

等の優遇制度など）がなされ、これらは条

例化や制度化に結びついているところで

す。また EV カーシェアの実証事業も展開

しいます。 

加えて、ニセコミライでの取組について

は、活発なコミュニティ形成に向けた地

域と連携したコミュニティイベントの実

施や学校と連携した人材育成、共有空間

を活用した事業化の実証といった、街区

として整備後にそこでの暮らしの魅力を

高めたり、地域との関わりや地域への貢

献を高めることで街区としての持続性を

向上させるため、ひいてはその成果を他

の地域へも展開していくための実証とな

っています。このため、例えば〇年に〇棟

の住宅整備をする、といったニセコミラ

イ事業の意思決定とは直接関係のあるも

のではありません。
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 2. 高価格帯住宅を中心とした計画

への経緯について（未回答事項の再

質問） 

 

（3) ニセコミライ事業が、当初想

定していた町民向け住宅供給から、

「loowell（ルーウェル）」のような

1口 1,210 万円からの会員制別荘・

投資商品を含む高価格帯事業へと

展開するに至った、具体的な経緯・

意思決定プロセスをお示しくださ

い。 

 

(4) 上記の展開について、委託業務

（多様な連携による持続可能なま

ちづくり推進支援委託業務）で実施

された調査・検討・実証のうち、直

接関係するものがあれば、その業務

名・年度・内容を具体的にお示しく

ださい。関係するものがない場合

は、その旨を明確にお示しくださ

い。 

 

(5) 高価格帯事業への展開につい

て、町として事前にどのような審

査・承認を行い、町民への説明・合

意形成の機会を設けたか、具体的に

お示しください。 

前述のとおり、「多様な連携による持続可

能なまちづくり推進支援委託業務」につ

いては、ニセコミライ事業の意思決定と

は直接関係のあるものではないため、本

委託業務に関して回答できるものはない

ところです。 

なお、（3）、（5）については別途いただい

ている意見として回答をしております。

以下のファイルで公開しておりますの

で、こちらでご確認ください。 

https://www.town.niseko.lg.jp/resour

ces/output/contents/file/release/117

91/62788/nisekomirai.pdf 
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 3. 費用対効果の評価指標及び検証

について 

 

(6) 本委託事業の目的（環境負荷軽

減、域内経済循環の向上、住民自治

によるコミュニティ活動の推進等）

について、これらの活動実績とは別

に、具体的な成果指標（例：CO2 削

減量、住宅供給戸数、地域内消費額

の変化等）を設定しているか。設定

している場合はその指標と実績値

を、設定していない場合はその理由

をお示しください。 

 

(7) 前回の質問 6「費用対効果があ

ったと評価している場合、その根拠

となる評価指標、検証結果及び評価

資料をご提示ください」に対し「前

述のとおりです」とのご回答をいた

だきましたが、質問 5でお示しいた

だいた活動実績以外に、評価指標・

検証結果・評価資料が存在するか改

めてお示しください。存在しない場

合は、その旨を明確にお示しくださ

い。 

 

(8) 前回の質問 7「費用対効果の検

証を実施していない場合は、その理

由をご説明ください」に対し「－」

（無回答）となっておりますが、こ

れは費用対効果の検証を実施して

いないという理解でよいか、確認さ

せてください。実施していない場合

は、その理由を改めてご説明くださ

い。 

 

 

 

 

 

本事業の目的は、『「環境」、「持続可能性」、

「多様性」をキーワードとし、『共感』に

基づき異なるステークホルダーの多様な

連携を実現することにより、ニセコ町の

持続可能なまちづくりを推進すること』

となります。 

このことから、次のような指標を設定し

ています。 

①企業等とのパートナーシップ登録件数 

②企業版ふるさと納税の件数 

③ふるさと住民制度の登録人数 

④ニセコ町の総人口 

 

①・②については前回回答のとおりです。

アウトカム指標となる③・④については

以下のとおりです。 

③：＋１１６人（＋８０％）※R8.4.1 現

在 

④：＋２９６人（＋５．８％、増加率全国

１４位）※2025 国勢調査速報値 

 

前回回答の具体的な数値に加え、上記の

指標についても、毎年度把握検証をして

います。 
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 4. 検査の内容について 

 

(9) この検査は、成果物の形式的な

納品確認（報告書が提出されている

か等）を確認するものか、それとも

成果の実質的な内容・効果を評価す

るものか、検査の性質及び検査項

目・基準をお示しください。 

 

(10) 検査を行う検査員は、町職員

か、外部の第三者か。検査員の選定

方法及び検査の独立性を担保する

仕組みがあればお示しください。 

前回回答の検査については、委託業務の

完了にあたり、契約書等の関係書類に基

づき委託した業務内容について、その履

行等を確認する検査となります。 

検査は、指定された町職員が行っており

ますが、これら一連の手続きは、町財務規

則によるものとなります。また、、本業務

に限らず町の取り組みについては、毎年

度の決算においては、議会による決算審

査が行われており、また、定期に監査委員

による監査も実施されているところで

す。 
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 5. 今後の委託の継続及び検証体制

について 

 

(11) 令和 9 年度以降も、株式会社

ニセコまちへの本委託業務（多様な

連携による持続可能なまちづくり

推進支援委託業務）を継続する予定

はあるか。継続する場合、その妥当

性の根拠（前年度までの成果評価を

含む）をお示しください。 

 

(12) 国からの交付金が 3/4 を占

め、町の実質負担は 5 年間で約

3,200万円とのご説明をいただきま

したが、交付金の原資も国民の税金

であることに変わりはありません。

町として、交付金を含めた総額

（128,909,000 円）に対する説明責

任をどのように果たしていく考え

か、お示しください。 

 

(13) 本委託業務の成果検証及び費

用対効果の評価について、今後、外

部有識者や第三者機関による客観

的な検証を実施する予定はありま

すか？

「多様な連携による持続可能なまちづく

り推進支援委託業務」は、令和 8 年度で

終了予定です。 

令和 8 年度分は現在進行中ですが、前回

回答における具体的な数値（企業版ふる

さと納税件数など）のほか、本業務が、将

来に向けた取り組みでもあることから、

（例えば各種セミナー・事業者講習会に

より知見・技術の地域への蓄積、環境への

意識向上・行動変容なども含め）数値化で

きない部分においても、地域づくりにお

いて大きな効果が期待できるものと考え

ています。本事業により、事業目的である

「持続可能なまちづくりの推進」につい

て、前進が図られているものと考えてお

り、本事業終了後もその成果等を地域づ

くりに生かしていくことで、国交付金事

業としての役割や地域の期待に応えてい

ければと思っています。 

なお、現在のところ、別途、外部・第三者

機関での検証については想定していませ

ん。 

 


